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研究発表論文

竹林活用を基調とした地域景観の保全に資する
地域類型に関する基礎的研究
正stablishing汽egionalTypes for Rural Landscape Conservation on the Basis of Utilization of Bamboo Stands 

栗田 融*包清博之*ド

Toru KURITA Hiroyuki KANEKIYO 

Abstract : In the present research， the expansion of bamboo stands is viewed as the expansion of regionallandscape resources. Here 

we derived the types of fundamental conditions and utilization conditions for regional typology for the purpose of systematic 

conservation of rurallandscapes through the utilization of bamboo stands. Oita prefecture， which contains an outstanding number 

of bamboo stands even on the background of the high number of bamboo stands nationwide， was chosen as the target research 

area. Consequently， we derived the utilization conditions for bamboo and bamboo stands by examining and understanding the 

historical aspects of bamboo as well as the topographical aspects of bamboo stands and the relations between bamboo stands on one 

hand and settlements and roads on the other. As a result， it was found that bamboo stands are categorized as“easy for utilizati 

on"，“feasible for utilization" and “difficult for utilization" with respect to their utilization by humans， and we determined the 

target people for the utilization of each type. In this research， the effective fundamental conditions were classified for the purpose 

of日xaminingthe utilization methods for each area in the future. Furthermore， it was considered that bamboo and bamboo stands 

comprise area-specific landscape resources in agricultural areas， as well as that the landscape resulting from their utilization 

represents the specific landscape of the area 

Keywords: Bαmboo Stαnds， Regionα1 Lαndscα.pe Resources， Oita， Utilizαtion， Regionα1 Ty.pes 
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1.はじめに

これまで，地域周有の地勢条例二の中で人々が利用可能な自然環

境資源を活用し続け，多種多様な地域景観が形成されてきた。し

かし，近代化における社会構造の変化や生活形態の変化などにと

もない，地域景観の持続性が失われつつある。地域景観の保全を

図るためには，人々の生活や生産の場，生活や生産の道具，自然

環境資源など地域固有の景観を構成する要素である地域景綴資源

と，人々との関係を見直す必要があると考えた。

かつて竹林は，人々の生活と密接に関わりを持ち，地域景観資

源として皇山の一部を構成していた。竹類は，日本人にとって生

活に身近な有用縞物として様々な用途に活用されてきた 1)。しか

し，竹材の代替材料・竹製品の機能代替製品の登場や竹材・竹製

品の輸入による需要低下，生活スタイルの変化による関わりの喪

失などにより，放置される竹林が増え問題視されている。

そのような状況の中，隣接地への影響，生物多様性の低下，里

山景観の変容，公益的機能の変化などに対し懸念する視点から竹

林の拡大に関する研究が報告され 2)-11)隣接地を含めた管理計

画の確立が課題とされている 6). 9)-11)。また，景ー観林としての管

理施策の方向d段山も示されている。竹林管理を考えるにあたって

は竹林の資源としての活用が君主要l札口〉な観点となる。しかし，

活用を前提にした竹林と人との関わりの可能性を，地域景観の形

成に寄与させるための研究はほとんどみられなL、
そこで本研究では，近年の竹林の拡大を地域景観資源の拡大と

して捉え，竹林の活mによって地域景銭を計画的に保全するため
の地域類型を探求することを目的に，その基礎的条件である活用

タイプを考察した。具体的には，全国有数の竹林を抱える大分県

を対象地とし，竹林および竹林の数量的把援，竹に関する歴史的

側面の把握，竹林の地勢的立地側面(分布，傾斜度，建物・集落

からの距離，道路からの距離)の把握・検討を行い，竹林と人と

の関わりの可能性を類型化した。
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2.研究方法

(1)大分県における竹林面積と竹材生産護の把握

大分県内での竹林の割合を把握するため，王子成 19年版大分県

統計年鍛凶 lこより土地利用状況を調査した。また，大分県におけ

る竹林面積と竹材生産量を，林野庁平成 17年特用林産基礎資

料開から把握した。さらに，同資料日)より全国の他都道府県との

比較検討を行った。

( 2 )未活用竹林の状況把握

近年の全国および大分県における未活用竹林の状況を把握する

ため，各種資料問)-聞から竹林面積の変化および竹材・タケノコ

生産量の変化を調査し，その増減傾向から読み取りを行った。

(3 )大分県における竹に関する歴史的側面の把握

大分県における地域f美観資源として，竹がどのように関わって

きたのか把握するため，各穏資料叩~却を基に歴史的側面を調査

した。人と竹との関わり方の遠いに着目し，伐竹や製竹を行う竹

材供給者の変遷と，竹材の加工や製品の販売を行う竹材需要者の

変遷を並行して把握した。

(4 )大分県における竹林の地勢的立地側面の把援

大分県における竹林の地勢的立地側面を把握するため，環境省

の第 2問・第 3回自然環境保全基礎調査(昭和 54年度，昭和

56-61年度)を基に作成された 5万分の lの「現存植生図

0982， 1985) J'3lにより竹林の分布と面積を調査し，さらに国土

地理院発行の 5万分の 1の「地形図データ (2005)J却を用いて各

竹林の立地する傾斜度，建物・集落からの距離，道路からの距離

を調査した。

環境省の自然環境保全基礎調査における櫛生謁査は，今回使用

した「現存植生図」の基となる第 2回・第3回調査(昭和 54年

度，昭和56-61年度)以降も実施されているが，最新の調査で

ある第6回・第7問調査(平成 11-16年度，平成 17年度-)の

調査結果は現在整備中であるため，大分県全域を把握できる第2
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回・第3回自然環境保全基礎調査の5万分の 1I現存植生図j却

を用いた。また， I現存植生図J却は，国土地理続発行の 5万分の
1 I地形図」を碁に作成されているため，重ね合わせの誤差が生

じにくいと考えた。

調査には， CADソフト VectorW orks 2008 (エーアンドエ一

社・米国 NemetschekNorth America社)却を使用した。コン

ピュータによる作業は拡大表示が可能であり，実距離5メートル

前後までの精度で計測している。ただし，縮尺設定が5万分の l

であるため，ポイントを決定する精度およびデータの重ね合わせ

の精度を見越した誤差を面積，傾斜度，距離毎に考慮した問。

( i )竹林の分布および面積調査

調査方法は，大分県域の「現存植生図」田〉をスキャンしたデー

タを， CADソフト即上に取り込み縮尺および方位を合わせ，竹

林の表示エリアを面積計測のできる多角形ツールによりトレース

し，分布を把握するとともに面積を計測した。

(u)竹林の立地する傾斜度の把握

各竹林の立地する傾斜度は，国土地理院発行の 5万分の lの

「地形図データJ24)を，竹林の分布および面積調査のファイル上に

取り込み，データを重ね合わせて計測した。勾配の算出は，各竹

林の中心に位置する斜面の等高線の間隔〔等高線に直行する距離)

をCADソフトの距離計測機能を用い計測し，その距離と等高線

の高さの差から傾斜度を求めた。

(溢)竹林の建物・集溶からの距離の把握

各竹林の建物・集落からの距離については，傾斜度を求めたデー

タを用い， I地形図データ」刊に図示されている当該竹林に最も近

い建物からの直線距離を CADソフトの距離計測機能を用い計波u

した27)。

(iv)竹林の道路からの距離の把握

各竹林の道路からの距離については，建物・集落からの距離を

求めたデータを用い， I地形図データ」剖)に図示されている当該竹

林に最も近い道路からの直線距離を CADソフトの距離計測機能

を用い計測した。

3.結果

(1)大分県における竹林面積と竹材生産量

大分県の面積は約 60万 haであり，そのうち，林野が約 70%

(含む竹林=県総面積の約 2%)，耕地が約 10%，宅地は約 3%と

いう土地利用状況であるi九竹林面積は，県全土の約 2%に過ぎ

ないが，他府県と比較してみると鹿児島県に次いで2番目に広い

(表-115))。また，竹材生産量においても鹿児島県に次いで2番

目に多い(表-2出)。さらに，マダケについては竹林面積・竹

材生産量とも全国一であり，県内でも総竹林面積の約 76%，総

竹材生産量の約 86%をマダケが占め，大分県での竹はほぼマダ

ケであることが特徴としてあげられる(表ーし表 2 )。

(2 )未活用竹林の状況

近年の全国における竹林面積の変化をみてみると，平成7年の

152千 haから平成 14年には 156千 haへと明らかに増大してい

る(表… 316))。昭和 30年代から 40年代にかけて全国的に起こっ

たマダケの開花枯死による影響聞や，かつて都市周辺の農村地域

に多く存在していた竹林が開発により伐採されその面積を減少さ

せている地域がある nにもかかわらず，全国的にその面積は拡大

していることがうかがえる。一方，近年の全国における竹を素材

とした林産物生産量の変化は，竹材生産量が平成7年の 3，941千

束から平成 14年の 1，477千束へと， またタケノコ生産量が57，083

トンから 35，178トンへと大きく減少している(表-3)。このこ

とから，全国的にみて竹林の面積は増大しているが竹の活用量は

減少しており，米活用の竹林が増えていることが推察される。

次に， ag-1 J7)に示した大分県における竹林面積の推移をみる
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表-1 竹林面穫全国上位 表-2 竹材生産重量全国上位

摺 府県名 竹林面積 マダケ モウツウテク 液 府県名 竹材生産量 マダケ モウソウ円

位 Ihal (ha) {ha) 位 (予烹) (千束) (千葉}

1 鹿児鳥 16，285.2 1.308.7 7，698.2 1 鹿児島 443.6 10.7 413.1 

2 大分 13，355.9 10.226.9 1，761.8 2 大分 162.7 140.5 17.3 

3 山口 11，152.0 4，286.0 5.710.0 3 熊本 148.7 15.0 131.6 

4 楠岡 3，146.2 827.5 2，318.7 4 山口 127.6 85.1 42.0 

5 京都 2，818.2 384.0 2，395.3 5 I 1置陪 73.2 16.5 56.7 

6 熊本 1，926.6 250.6 1，671.0 6 苦域 55.0 48.1 6.9 

7 荒域 543.5 512.8 30.7 7 京都 35.3 11.8 17.1 

8 栃木 491.0 292.0 199.0 8 千葉 33.8 17.8 12守5

9 宮埼 444.2 124.4 295.7 9 高知 32.4 0.2 24.5 

叩高知 322.8 3.7 250.5 10 滋賀 31.5 25.1 3.6 

平成17年 平成17年

表-3 全国における竹林面積・竹生産量の変化(近年)

(ha) 

I 18.000 

I 14，000 

12.000 

i 10，000 

I 8.0日D

! 6，000 

4，000 

竹林高植 (ha)

152，000 

156，000 

竹材生産量〈束 タケノコ生産量〔トン)

3.941，000 57，083 

1，477，000 35，178 

(議)

1. 600， 000 

1，400，日00 I 

1，200.000 

1∞0.0∞i 
800，000 
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400，000 
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j ! 吋ー竹林面積 (ha) ー←竹材生産量制 | 
一一一…J

図一 1 大分県における竹林面積および竹材生産量の推移

と，昭和 35年から昭和 40年をピークに減少していくが昭和 60

年頃から徐々に増大している。一方，竹材生産量はいくつかのピー

クを迎えながらも平成2年を境に徐々に減少してきている。大分

県の竹林はほとんどがマダケであるため，タケノコ生産量は図-

lに反映していないが，平成4年に 691トンと 1，000トンを下回

り，平成 17年では 150トンと減少を続けているヘ以上のこと

から，大分県においても全国と同様に，竹林面積は増大する一方

で竹材の活用量が減少しており，米活用の竹林が増えていること

が読み取れる。

(3 )大分県における竹に隠する康史的側面

大分県には，室町時代に別府の竹細工が始まったとする伝説が

あり則。ペ竹との関わりに歴史があることがうかがえる。商品と

して竹製品が生産された時期を特定することはできないが，現存

する竹製品(作品)から判断して，遅くとも江戸時代末期には製

品として生産されていたと考えられ，明治時代以前より日用の竹

製品は自家製作され，明治時代初期には温泉地の土産物として販

売されていたとされる叩印。大分県の統計資料却で明治 32年か

らの竹材伐採量の記録が確認できることから，遅くとも明治時代

の後期には伐竹・製竹業が成立していたと推察される。竹加工で

は，明治 35年に別府工業徒弟学校が創設され，竹細工の技術指

導を行う竹藍科が設置されたことにより，技術の向上と製品の多

種化が進んだとされる附-21)。竹製品・竹材とも県外へ出荷され

既に産業イとしていたことがうかがえるヘ

昭和時代に入り，生産と販売の分化，小売りと卸しの専門化，

業界の組織化が進み国内最大の産地となる肌 2九戦中には軍用の

竹製品が生産され，戦中戦後の物資欠乏による生活用品代替の需
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要にも対応し，竹加工業は存続した20)。幻)。昭和 30年代中葉須よ

り竹材の代替材(石油製品等)や竹製品の機能代替製品の受場に

より需婆低下の影響を受け，一部工程の機械化や新たな商品の開

発が行われた。この頃マダケの開花枯死が全国的に起きたが，大

分県では昭和 30年代後半より昭和 40年代前半まで続いた。しか

し，県外翼付を行い竹材の確保をしたことで，製竹業は存続し

た問。そして，全国的には伐竹業者が減少する中，マダケ林の回

復以降は竹材不足の県外需要に応え販売を拡大していった。一方，

竹加工業においては昭和 40年代末に竹級工需要が急増したため

年代

明治時代以前

明治時代羽織

明治時代議懸

大正時代

昭和時代戦前

昭和時代戦中

昭和時代戦後

昭和40年代

昭和40年代

珪半

昭和時代盛期

平成時代

{人)

700.000 

600.000 

500.000 

400.000 

300.000 

200，000 

100.000 

表-4 大分県における竹産業の歴史年表

竹加工関陣

撞特水産・王室搬用呈や生活用具を自家製作

または剖輩的に生産

混泉地としての発塵にともない退治客の土

産品とLてE用品の竹製品を生産・1&売

徒第学校特庭科目開設(明治35年)によ

り、技術の向上と製品白書穏化が進む

製品目高級化と品種目拡大が進む

生産と践完の分化、小売と卸白専門化、業

界の組終化が進み園内最大出産地となる

花策等の生産は抑制されたが、物資先乏に

よる代替書害警が旺盛となり、生活用具およ

び軍用行事等が生産された

竹材の代替え材(若油製品等)や竹製品の

機能代替え製品の畳壊により、一部工程の

機揖化の導入とクラフト指向製品の翻尭が

行われる

昭和20与を墳に別府市町竹細工加工撃者数

が減少

別府では昭和40年代から50年代にかけて畠

用品生産からE寄付加価鐙高級品生産へ轄行

昭和40年代末に弱肉の竹細工費需要が急増、

閣内産の供給不定により、別府卸開腹は中

園より翰入

別府竹細工加工翠の売上高は昭和52年が
ピーク

別府加工翠者自販売先l立、昭和50年代まで

大半は市内であったが、平成に入り県外へ

求める

別府竹細工加工業では平成7年以降は新規オ
リジナル荷品目増加

伐竹、製竹、静也等

竹製品・竹材の県外出荷あり

竹製品・竹材の採外出荷あり

特製品・竹材の県外出荷あり

昭和20年竹材伐採量の 1回自由ピ ク
昭和30年代撞半マダケの開花枯死が一部生

じるが影響は簿い

昭和37年に竹材生産量由2呂巨由どーク

昭和40年代マダケ白開花枯死が進行し原竹

不足になるが県外貿付を行い竹材を確保す

る(再生までの 4-5年白み〉

他県において開花枯死白影響から伐竹輩者

が減少し探外における務署増加が起こる

昭和40年代桂半には車内のマダケ梓は回復

竹材不足由市議(県外)へ販売を拡大

平成2年!こ竹材生産量白3密巨白ピ クを

迎え、以降現在まで減少が進む

林業(人)

14，000 

)2.000 

10.000 

8.000 

6，000 

4.000 

2，000 

， 0 
S.25 S.3o S.35 S.40 S.45 S.50 S.55 S.60 H.2 H.7H.12 H.17 

-←細川一←農業(人)田唯一林業(人)

図-2 大分県における産業別就業人口の推移

(千円1 {百万円)
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供給が追いつかず，卸問屋は中間からの輪入で補いそれ以降は外

国からの仕入れを増加させていった。しかし，竹加工業者は，取

扱商品や販売先を変えていくことで経営の展開を図ってきたとさ

れるl札制(表-4拙)。

以上のことから，大分県では歴史的にも各種の竹産業が盛んで

あり， 日用的な自家生産使用に留まらず，竹林所有者，伐竹業者，

製竹業者，竹製品加工業者，竹材販売業者，竹製品販売業者といっ

た竹に関わる産業従事者を現在でも抱える地域であることが特徴

としてあげられる。しかし，農業および林業に関わる就業人口の

推移をみると昭和 55年以降の従事者の減少が認められ(図-

217)) ，竹材総生産額の推移をみても平成2年をピークに減少し

ている(図 317))ように，平成に入り各業者とも取扱量の減少

は進んでおり 19) 各種の竹産業を維持してきた大分県においても

その縮小傾向がみられる。

(4 )大分県における竹林の地勢的立地側面

( i )大分県における竹林の分布および面積

「現平子植生図」から抽出した大分県域の竹林数は 1，199箇所，

その中で 5ha未満の竹林は 791街所， 5ha以上の竹林は 408箇

所であった。計測した最小の竹林面積は約O.4ha，最大の竹林部
積は約 106haであった。竹林面積の平均は約 5.6haであり，そ

の分布は小面積の規模で広く点在している(図 4，表 5 )。

(註)大分県における竹林の立地する傾斜度

各竹林の傾斜度は，活用の容易さ拍)を踏まえ 10-50j 16-

10
0
j 111-15

0
j 116-20

0
j 121
0
-jと50刻みで区分を設定した。

21
0
以上は急勾配であり，活用を前提とした場合の影響は同様と

みてひとつの区分とした。

傾斜度区分ごとの竹林数は，関-5に示す如く，平地である

10-5
0 
jが 96筒所とやや少なく， 16-10

0 
j 111-15

0 
j 116

0
-

20つはそれぞれ 131箇所， 171箆所， 168箇所とほぼ悶数で，

121
0
-jが 633箇所と最も多かった。

大分燥における竹林の立地する傾斜度は，平均して約 280であ

り，121
0
- jが全体の約半数を占め，比較的急な勾配の竹林が多

いことが把握された。
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図-5 傾斜度区分ごとの竹林数

(溢)大分県における竹林の建物・集落からの距離

竹林の建物・集落からの距離については，日常的な歩行距離耐

を参考に 10~250mJ 1251~500mJ 1501~1000mJ 11001~2000 

mJ 12001m~ Jと区分を設定した。 2001m以上は，平地を時速

4kmで歩いた場合約30分以上かかる距離であり，車荷を前提と

した距離としてひとつの区分とした。

建物・集溶からの距離区分ごとの竹林数は，図 6に示す如く，

10~250mJ が 895 箇所と圧倒的に多く， 1251 ~500mJ 1501 ~ 

1000mJはそれぞれ 220箇所， 72箇所， 11001 ~2000mJ 12001m 

以上」はそれぞれ9箇所， 3箇所と少なかった。

大分県における竹林の建物・集落からの距離は，平均して約

207m であり，平地で 10 分以内の徒歩閣にある 10~250mJ 1251 

~500mJ の範囲に全体の約 9 害肋h立地していることが把握された。

(笛所)
平均露離約207冊
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0-25(加 251......500m 501-1000m 1001-2000m 2001m-

図-6 建物・集落からの距離区分ごとの竹林数

Civ)大分県における竹林の道路からの距離
竹林の道路からの距離については，人の労力を前提として伐竹

業の対象距離聞を参考に 10~50mJ 151~100mJ 1101~150mJ 

1151~200mJ 1201m以上Jと50m刻みで区分を設定した。道路

のないところでの運搬作業等を考える場合の 201m以上は十分離

れた距離であり，活用を前提とした場合の影響は同様とみてひと

つの区分とした。

道路からの距離区分ごとの竹林数は，図 ?に示す如く， 10~ 

50mJが501筒所と最も多く， 151~100mJ 1101~150mJ 1151 

~200mJ がそれぞれ 113 箇所， 190箇所， 107笥所であり， 1201 

m~J が 288 箇所とやや多いことが把握された。

大分県における竹林の道路からの距離は，平均して約 159mで

あり， 10~50mJ という比較的道路に近接した竹林が全体の約 4

割を占める一方， 1101 ~150mJ 1151 ~200mJ 1201m~ Jを合わ
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Q-5Om 51-100m 101-15Om lS1-200m 201m-

図-7 道路からの距離区分ごとの竹林数
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せると 585箇所となり，作業を前提とした場合に比較的道路より

離れた場所に立地する竹林が約半数あることが把握された。

4.竹の活用タイプに関する考察

( 1 )大分県における地域景観資源としての竹に関する課題

3ー(1)(2) (3) (4)より，大分県における地域禁飯資

源としての竹に関する課題を考察した。

全国的にも広い竹林面積を擁し，多くの竹材生産を行っている

大分県の竹との関わりは歴史的にも古く，各稜竹産業が現在でも

継続して成立しており，竹材の供給者と需要者双方を飽えること

が特徴として捉えられた。また，大分県における竹林面積は県全

土の約 2%に過ぎないが，図 4に示された分布を見ると平均約

5.6ha (表-5)と小面積ながら広い範囲に点在し，竹林の建物・

集落からの平均距離約 207メートル(図-6)と集落に近い範囲

に立地する。以上のことから，大分県において竹林は，人々の生

活に身近な地域富有の資源であり，地域景観を構成する重要な地

域景観資源であることが位置づけられた。

しかし，近年の大分県における各種竹産業は縮小している状況

にあり，人と竹の関わりが喪失されてL吋傾向がうかがえる。数

f量的な把握により竹林面積の増大と竹材生産最の減少から未活用

の竹林が増えていることが推察され，資源としての竹と人の新た

な関わりを検討し，その活用により計画的に地域景観を保全して

いく必要d肢が明らかとなった。

(2 )大分県における竹の活用対象者の検討

竹の活用を考える場合，どのような人が活用の対象者となるか

検討する必要があると考えた。

3 - (3)から，大分県では歴史的に竹に関わる産業への従事

者が多く，現在でも各種竹産業が成立していることが把握された。

竹林を維持管理し竹材を供給する立場にいる竹産業従事者と，竹

材の加工・竹製品の販売といった竹材を需姿する立場の竹産業従

事者がおり，元従事者を含め竹林および竹材の活用対象者として

あげられる。また，これまで消費者として竹産業に従事していな

L 、一般市民は，最も人口比率の大きい活用対象者としてあげられ，

活用条件によって竹林・竹材双方の活用対象者と考えられる。

表-6 竹の活用対象者
竹林所有者、伐竹・型竹筆者

竹加工撃者、竹製品販売業者、苦闘等資材利用者

竹産業に従事しない 俊市民

(3 )竹林の地勢的立地側面からみた活用条件の設定

大分県における地域景観資源である竹林の活用を考えるうえで，

竹林へ関わる難易度を考慮する必要があると考えた。 3- (4)一

(u) (温)Civ)の結果から，竹林の立地する傾斜度，建物・集
落からの距離，道路からの距離について活用を前提とした条件を

設定した。また，各条件ごとの竹林数を把握するとともに(表-

7)，地勢的立地側面から図化し図 8に示した。

傾斜度の条件設定では，ほぼ平地であり多様なレクリエーショ

ン活動が容易とされる 10~50Jを「活用容易傾斜J，次いでなだ

らかな傾斜面で多様な活動が可能な範邸とされる 16~200Jを

「活汚可能傾斜J，きつい傾斜面で活動に制約の大きい 1210~ J 

を「活用困難傾斜jとした。大分県における活用条件ごとの竹林

数は， 1活用容易傾斜jが96箇所と最も少なく， 1活用可能傾斜J
が470箇所， 1活用困難傾斜」が 633箇所と最も多く全体の約半

数であった。

建物・集溶からの距離の条件設定では，日常利用を目的として

容易に歩いて接近できる 10~500mJ を「接近容易距離J，次い

で日常的に接近可能な 1501~ 1000mJを「接近可能距離J，それ

LRJ 72 (5)， 2009 



より離れる 11001m~jを「接近困難距離Jとした。大分県にお

ける活用条件ごとの竹林数は， I接近容易距離Jが 1115筏所と圧
倒的に多く全体の 9割強を占め， I接近可能距離Jは72箆所，
「接近困難距離Jは12箆所とわずかであった。
道路からの距離の条件設定では，人の労力を前提に伐竹業者が

原則として伐竹の対象とする凶 10~50mj までを「活用容易距

離j，伐竹業者が伐竹を行う場合もある回 151~100mj までを

「活用可能距離j，それより離れる 1101m~jを「活用困難距離」

とした。大分県における活用条件ごとの竹林数は， I活用可能距離」

が501箆所と全体の約4割を占め， I活用可能距離」は 113箇所，

「活用困難距離」は 585箇所と最も多く全体の約半数であった。

(4 )竹林の地勢的立地側面からみた活用タイプの設定

ーと記(3 )で設定した活用条件の組み合わせから，表-8に示

した竹林の活用タイプを設定した。

傾斜度，建物・集落からの距離，道路からの距離の3条件とも

「活用容易」の場合は「活用容易 Aタイプj，2条件が「活用容

易Jでl条件が「活用可能Jな場合は「活用容易Bタイプ」と

した。 3条件のうち 1条件が f活用容易」で2条件が「活用可能」

な場合は「活用可能Aタイプj，3条件とも「活用可能jな場合

は「活用可能Bタイプj，1条件のみ「活用困難jな評価がある

場合は「活用困難Aタイプj，2条件以上「活用困難Jな評価が
ある場合は「活用問難Bタイプjとした。

「活用容易タイプ」は，活用者への制約が比較的少なく， I活

用可能タイプjは，活用者への制約がともない， I活用困難タイ

プ」は，活用者へのおi約がたいへん厳しい条件である。地勢的立

地側面からの検討の結果，以上の活用者への制約条件に従って，

3つの基礎的な活用タイプが設定できた。

(5 )活照対象者からみた活用タイプの検討

竹の活用には，竹林へのl直接的な凋わりと，竹林から伐り出さ

れた竹材への関わりとがある。表-6に示した活用対象者の視点

から， (3) (4)で設定した活用条件およびタイプについて，さ

らに以下検討した。

竹材供給業者は，竹林へ直接関与する活用が前提となる。活用

タイプすべての竹林が対象となるが， I活用困難AタイプJは関
わり方の制約がたいへん大きく，専門業者の活用が不可能ではな

いものであるoI活用困難BタイプJは，専門業者であっても活
用の困難なものであり，活用への制約がたいへん大きいものである。

竹材需要業者は，竹材の利用が前提となる。地勢的立地条件か

らの制約を受けないため，活用タイプすべての竹林が対象となる。

一般市民は，活用民的や活用方法の設定次第で，竹林へ直接関

与する活用対象者として十分に考えられる。しかし，竹との関わ

りに経験が不足しているため，竹林での活動や竹材の利用時に経

験者のサポートが前提となる。「活用容易Aタイプ」はたいへん

活用しやすい竹林であり，経験者のサポートを得て， 日常的な行

動の中で一般市民が竹林を活用できる可能性の高いものである。

「活用容易 Bタイプ」はやや活用しやすい竹林であり，経験者の

サポートを得て一般市民が竹林を活用できる可能性のあるもので

ある。「活用可能AタイプJは隠わり方に制約があり，経験者の
サポートを得て一般市民が竹林を活用することが不可能ではない

ものである。「活用可能BタイプJは関わり方への昔話約が大きく，

専門業者による活用が対象となるものである。「活用困難Aタイ

プjI活用困難BタイプJは，専門業者であっても制約条件が大
きく，一般市民の活用対象としては考えにく L、。竹材の活用に関

しては，地勢的立地条件を選ばないため，どの活用タイプに属す

る竹林も活用の対象となる。

活用タイプごとの竹林数は， I活用容易 AタイプJが69筒所，
h舌用容易 BタイプJが 193箆所， I活用可能Aタイプjは47
館所， I活用可能BタイプJは5筋所， I活用困難AタイプJは
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表-7 活用条件の設定
活用容易条件 活用可能条件 活m罰援条件

立幼傾斜度 活用容易傾斜 活調可能傾斜 活用罰緩傾斜
。-5。 日 ~200 2tO "-' 

96圏所 470箇所 633菌研

建物・集落からの距援 接近容易距離 接近可銘距援 接近密室撃距後
。-500m 501-1000m 1001m~ 

1115箇所 72置所 12箇所

道路からの距穫 活用容易経楼 活用可能拒緩 活矧因襲撃距離
。-50m 51-100m 101m ..... 

501盤所 113箇所 585菌所

@活用容易条件
竹林

与一一一一一一ーーー十一一一一一一一i メ五
企建物・集落からの短磁 501-100加 品一~レ 、J J.傾斜度 6日 20'

J.道路からの距離 51-1加m

塵活用恩籍条件

勺詰…玄ぷみ福一両1寸…一一一一一一ーオ

E傾斜度予 21・m

図-8 活用条件の地勢的立地側面

表-8 活用タイプの設定

".  謹書する条件 O いずれかに詰当する祭件

551箇所と最も多く， I活用困難Bタイプ」は 334箇所であった。
「活用容易Jな竹林は A，B合わせて全体の約2割， I活用可能J
な竹林はA，B合わせても最も少なく， I活用困難Jな竹林は A，
B合わせて全体の約7割と最も多かった。表 9に以上の結果を

整理した。「活用困難」な竹林が多いのは，傾斜度の急な斜面に

立地する竹林の多さに起因する。マダケ林を多く擁し，各種竹産

業との結びつきの強L、大分県においては，竹材供給者による竹林

への関与が前提となってきたことがうかがえる。

竹資源の活用に関し，製品としての竹材消費や，事業を対象と

した支援による竹林整備促進だけでは，安定的な活用と竹林を絞

り巻く地域景観の保全には必ずしも結びつかない。扱いやすい素

材であるという竹の持つ特質を生かし，活用者を広く求め，竹林

と人々との関わりを再生する必要がある。これまで設定した活用

タイプをもとに，対象とする竹林への活用対象者の誘因の被点か

ら，竹林を取り巻く地域を類型することで，計画的な竹林活用を
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表-9 活用対象者と活用タイプの関わり

活用タイプ

竹林数〈箇所)

「一工面と1-.--r~~ 1 -1 司 ~I
i- ・1・i・1・l

白竹と人との酷わりの可能性 ・活用への制約は小さい '" 活用への制約はややある × 活用への制約は大きい

基調とした地域景観の保全が可能となると考える。導かれた，専門

業者だけでなく一般市民が竹林を活用することを踏まえた類型化は，

一般市民にとって竹林での活動経験が竹林に対して評価を向上させ

る要因である附との指摘もあり，有効な視点であると考えられる。

5 .おわりに

全国有数の竹林を擁し歴史的にも竹との関わりの深い大分県に

おいて，竹林および竹材は地域固有の景観資源であり，その活用

の結果として表れる景観は，大分県における固有の地域景観と言

える。本研究では，近年の米活用竹林の増加を捉え，竹の活用に

よってその地域景観を保全するための地域類裂を導く基礎的条件

として，活用タイプを設定し活用対象者との関わりを考察した。

なお本研究では，大分県全域の把握・検討を対象としたことか

ら， 5万分の 1の「現存植生図Jおよび「地形罰データJをもと
にした基礎的な分析に留まった。そのため，図に表示されない規

模の竹林は反映されていなL、。今後は，竹林および竹材の活用方

法を基調に，竹林を取り巻く地域景観を計閥的に保全するための

地域類型と，計画指標の設定を通じてモデル地域を摘出し検討す

る必要があると考える。
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